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■柏市住生活基本計画（改定） 施策の方向性に関する事例等 

 

方針（案） 事例 頁 

1 若年・子育

て世帯等に選

ばれ、柏に住

みたいと思う

住まいづくり 

1-1 子育て世帯を対象とした定住促進 

①子育て世帯等を対象とした住宅取得・リフォーム補助（宮城県大崎市・

山形県鶴岡市） 

②郊外住宅団地における子育て世帯を対象とした賃貸住宅の家賃補助

（大分県大分市） 

③エリアを限定とした住み替え支援（富山県富山市） 

P3 

1-2 子育てしやすい住まいづくり 

①子育て支援マンション認定制度（東京都・東京都墨田区・大阪市） 

P9 

2 高齢者・障

がい者等が安

心して暮らせ

る住まいづく

り 

2-1 バリアフリー改修費助成 

①介護保険住宅改修費から上乗せ助成（群馬県高崎市） 

②高齢者等住宅改修に関する助成制度（千葉市） 

P14 

2-2 地域での高齢者等の見守り 

①民間事業者と連携した高齢者の見守り（東京都八王子市） 

②認知症高齢者を対象とした見守り支援（介護保険対象外）（東京都武蔵

野市） 

P17 

3  住宅セー

フティネット

の形成による

居住環境の整

備 

3-1 新たな住宅セーフティネット制度を活用した、家賃補助と家賃債務

保証の事例 

①家賃補助と債務保証の両方を行っている事例（横浜市・名古屋市・豊

島区） 

②子育て世代に特化した家賃補助の事例（神戸市・北海道網走市） 

P18 

3-2 家賃債務保証制度の事例 

①高齢者世帯等を対象とした家賃債務保証の助成（千葉県船橋市） 

P23 

4  多様な世

代が地域で支

え合い、安心

して暮らせる

住まいづくり 

4-1 空き家や空き地を活用した拠点形成 

①点在する空き家や空き地を利活用し、様々な施設等を地域一体で行っ

ている事例（石川県輪島市） 

P24 

4-2 同居・近居に関する支援 

①同居・近居に関する助成（神奈川県厚木市・千葉県松戸市・石川県小

松市） 

P25 

5  安全で安

心できる住ま

いづくり 

5-1 緊急輸送道路沿道建築物に対する助成 

①建替、改修、除却を対象としている事例（千葉市） 

②耐震診断を対象としている事例（千葉県船橋市） 

P28 

6  良質で環

境に配慮した

住まいづくり 

6-1 市内業者に限定した助成 

①リフォーム助成の事例（千葉県市川市） 

②子育て世帯等に優遇制度がある事例（千葉県我孫子市） 

P31 

6-2 省エネ設備等に対する助成 

①省エネ設備等への助成事例（千葉県館山市、千葉県木更津市） 

P33 

6-3 市内団体と連携したあっせん事業 P35 
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参考資料２ 
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①相談体制の構築事例（東京都西東京市） 

②あっせん事業の実施事例（東京都東久留米市） 

7  良質なマ

ンションスト

ックの形成 

7-1 管理組合運営等に関する専門家派遣 

①マンション管理士派遣事業（千葉県市川市） 

②マンション建替え・改修アドバイザー制度利用料助成（東京都多摩市） 

P37 

7-2 助成制度 

①分譲マンション共用部分等に対する助成制度（千葉県市川市・京都市） 

②安全・安心に関する助成制度（東京都千代田区） 

③長期修繕計画の作成に関する助成制度（大阪市） 

P40 

7-3 建替支援 

①マンション建替え等に関し、UR との協定による支援（千葉市） 

P44 
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１ 若年・子育て世帯等に選ばれ、柏に住みたいと思う住まいづくり 

 

1-1 子育て世帯を対象とした定住促進 

①子育て世帯等を対象とした住宅取得・リフォーム補助（宮城県大崎市・山形県鶴岡市） 

※宮城県⼤崎市 
 

・移住・定住策として、子育て世帯を対象として、住宅取得に対する助成やリフォームに対する

助成を行っている。 
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※⼭形県鶴岡市 
 

・子育て世帯等に対して、リフォーム支援事業の補助費を上乗せしている。 
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②郊外住宅団地における子育て世帯を対象とした賃貸住宅の家賃補助（大分県大分市） 

※⼤分県⼤分市（http://www.city.oita.oita.jp/o168/sumikae/sumikae.html） 
 

・大分市では、高度経済成長期に形成された郊外大規模住宅団地に対し、地域活性化策として様々

な取組（ふるさと団地の元気創造推進事業）を行っており、この中で、対象団地の空き家に住

み替える子育て世帯に対し、家賃補助を実施している。 

 

■ふるさと団地の元気創造推進事業の概要 

 

■賃貸住宅入居事業 
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■空き家等取得事業 

 

 

③エリアを限定とした住み替え支援（富山県富山市） 

※富⼭県富⼭市 
（ https://www.city.toyama.toyama.jp/katsuryokutoshisouzoubu/kyojutaisakuka/kyujyuu-

yuudou/matinaka-kyojyuu/kyojusuishinjigyo.html） 
 

・富山市では、中心市街地における定住促進に向け、市民及び事業者に対し、それぞれ住宅に関

する助成を実施（富山市まちなか居住推進事業） 
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※富⼭県富⼭市 
（ https://www.city.toyama.toyama.jp/katsuryokutoshisouzoubu/kyojutaisakuka/kyujyuu-
yuudou/koukyoukoutuu-kyojyuu/ensenjutakushutoku.html） 
 

・公共交通を軸とした拠点集中型のまちづくりを目指すため、鉄軌道の駅から半径 500ｍ以内の

範囲もしくは、運行頻度の高いバス路線（1 日概ね 60 本以上）のバス停から半径 300ｍ以内の

範囲で、かつ用途地域が定められている区域（工業地域及び工業専用地域を除く）を対象とし、

市民及び事業者に対し、それぞれ住宅に関する助成を実施（富山市公共交通沿線居住推進事業） 
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④子育て世帯等に限定した空き家の利活用に関する支援（鳥取県鳥取市） 

※⿃取市 
（https://www.city.tottori.lg.jp/www/contents/1374028692190/index.html） 
 

・空き家の利活用により中心市街地の居住人口の増加を図るため、改修費用を支援。（まちなか空

き家改修支援事業） 
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1-2 子育てしやすい住まいづくり 

①子育て支援マンション認定制度（東京都・東京都墨田区・大阪市） 

※東京都 
 

・東京都では、居住者の安全性や家事のしやすさなどに配慮された住宅で、かつ、子育てを支援

する施設やサービスの提供など、子育てしやすい環境づくりのための取組を行っている優良な

住宅を東京都が認定する制度（子育て支援住宅認定制度）を行っている。 

 

 

 

 

 

 

  



10 

■認定基準の概要（新築の場合） 

 
 

■専用住戸内の整備基準の概要（新築の場合） 
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※東京都墨⽥区 

 

・墨田区では、安心して子育てのできる住まい・居住環境の形成 を促進するため、ハードとソフ

トの両面で子育て世帯に配慮されたマンションを「すみだ子育て支援マンション」として認定

している。認定マンションについては、その旨の表示を行い PR することができるほか、入居者

に対して子育て支援サービスを提供するとともに、事業者に対して子育て支援用の設備の整備

補助を行っている。 
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※⼤阪府⼤阪市 
（https://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000152967.html） 
 

・大阪市では、「子育てに配慮した仕様」と「子育てを支援する環境」を備えた良質なマンション

として、大阪市が認定する「子育て安心マンション制度」を行っている。 
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■認定基準 
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２ 高齢者・障がい者等が安心して暮らせる住まいづくり 

 

2-1 バリアフリー改修費助成 

①介護保険住宅改修費から上乗せ助成（群馬県高崎市） 

※⾼崎市 
（http://www.city.takasaki.gunma.jp/docs/2014012000772/） 
 

・介護保険住宅改修費と併用して、バリアフリー化等、高齢者の住宅改修費を助成（高齢者住宅

改造費補助事業） 

 

＜対象者＞ 

心身の状況、住宅の状況を勘案して住宅の改造が必要であると認められる人で、 

次の 1、2 のいずれかに該当する人。 

1.前年度所得税非課税の世帯で、要介護 2 から 5 の 60 歳以上の人がいる世帯 

2.前年度所得税非課税の世帯で、60 歳以上の人のみの世帯 

ただし次の場合は対象外です。 

同一敷地内に居住する人が、所得税を課税されている場合  

当該世帯または同一敷地内に居住する人が、所得税を課税されている人に扶養されている場合 

★また、介護保険で要介護認定を受けていて、なおかつ高崎市高齢者住宅改造費補助事業の対象者

の条件を満たしている場合は、介護保険の住宅改修費の支給と併用して利用することができます。

（ただし、同一工事箇所に併用することはできません。） 

＜補助金額＞ 

補助対象とみなされた工事経費の一部を補助します。補助限度額は 75 万円です。 

ただし、施工内容別の規定額があります。 
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②高齢者等住宅改修に関する助成制度（千葉市） 

※千葉市 
（https://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/koreishogai/korei/jyuutakukaisyuu.html） 
 

・要介護（要支援）認定を受けている 65 歳以上を対象に、住宅改修工事の費用の一部を助成。（介

護保険住宅改修費を利用している場合は、介護保険支給対象相当分を控除） 
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2-2 地域での高齢者等の見守り 

①民間事業者と連携した高齢者の見守り（東京都八王子市） 

※⼋王⼦市 
（https://www.city.hachioji.tokyo.jp/kurashi/welfare/ab005/ab003/p003730.html） 
 

・配達や訪問事業を行う民間事業者と、見守りに関する協定を結び、高齢者等何らかの異変に気

づいた場合は市に連絡を行い、市は関係機関と連携して対応する仕組み。（見守り協定事業） 

■見守り協定事業の仕組み 

 

 

②認知症高齢者を対象とした見守り支援（東京都武蔵野市） 

※武蔵野市 
（http://www.city.musashino.lg.jp/kurashi_guide/koreisha/korei_zaitaku_s/1006261.html） 
 

・介護保険給付対象外で、認知症高齢者を介護している家族の身体的・精神的負担の軽減を図る

とともに、認知症高齢者の在宅生活の継続及び生活の質の向上を図るため、見守りや外出支援

等を行う。（認知症高齢者見守り支援事業） 

＜サービス内容＞ 

1.見守り    2.話し相手    3.外出支援(散歩の付き添い) 

4.その他、認知症の周辺症状が緩和できるための援助 

＜対象要件＞ 

1.おおむね 65 歳以上の武蔵野市民    2.認知症の症状を有している 

3.利用にあたって身体介護を必要としない 

＜利用回数・時間＞ 

週 4 回、1 週間の合計が 4 時間まで(午前 9 時から午後 5 時まで。土曜・日曜・祝日、年末年始を除く。) 

＜利用料＞ 

1 時間 500 円 
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３ 住宅セーフティネットの形成による居住環境の整備 

 

3-1 新たな住宅セーフティネット制度を活用した、家賃補助と家賃債務保証の事例 

①家賃補助と家賃債務保証の両方を行っている事例（横浜市・名古屋市・豊島区） 

※横浜市 
（ https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kenchiku/torikumi/safetynet/safet
ynet-hojo.html） 
 

■補助内容 

 

■要件 

＜住宅の主な要件＞ 

•横浜市内にある住宅であること 

•家賃の額が家賃上限額（※）以下であり、かつ近傍同種の住宅の家賃と均衡を失しない水準以下

であること 

•敷金が家賃の３か月分の額以下であり、礼金や更新料をとらないこと 

•賃貸借契約の形態が定期建物賃貸借契約でないこと 

•「住宅確保要配慮者専用住宅」として登録されること等 

＜入居者の主な要件＞ 

•世帯の月収額が 15 万８千円以下であること 

•住宅扶助（生活保護制度）や住居確保給付金（生活困窮者自立支援制度）を受給していないこと 

•市内在住在勤で持ち家がないこと等 
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※名古屋市 
（https://www.city.nagoya.jp/jutakutoshi/page/0000098535.html） 
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※豊島区 
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②子育て世代に特化した家賃補助の事例（神戸市・北海道網走市） 

※神⼾市 
（ https://www.city.kobe.lg.jp/a01110/kurashi/sumai/jutaku/information/shinkonportal/kos
odateshien_sn.html） 
 

・小学校入学前の子育て世帯に限定して、家賃補助制度を実施 
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※網⾛市 
（https://www.city.abashiri.hokkaido.jp/300jutaku/020kenchiku/safetynet-jutaku.html） 
 

・空き家戸建を対象し、小学校入学前の子育て世帯に対し、住宅改修と家賃低廉化を実施 
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3-2 家賃債務保証制度の事例 

①高齢者世帯等を対象とした家賃債務保証の助成（千葉県船橋市） 

※船橋市 
（https://www.city.funabashi.lg.jp/machi/juutaku/005/p004002.html） 
 

・高齢者世帯等に対し、住み替えにあたり家賃債務保証会社との契約に関して費用の一部を助成 

 

＜対象世帯＞ 

1.高齢者世帯・・・全員が 60 歳以上の世帯 

2.未就学児養育世帯・・・小学校就学前の子供を含む世帯 

3.18 歳未満扶養特別世帯・・・18 歳未満の者と同居し扶養するひとり親世帯・高齢者世帯等 

4.障害者等同居世帯・・・身体障害者手帳（1～4 級）、精神障害者保健福祉手帳（1～2 級）、療育

手帳（○A の 1～B の 1）、戦傷病者手帳（第 1 款症以上）の交付を受けている者の世帯等 

＜要件＞ 

・市内に 1 年以上居住し、住民基本台帳に記録されている者 

・市内の民間賃貸住宅の賃貸借契約を締結し、転居する者 

・国の家賃債務保証業者登録制度に登録している家賃債務保証会社と家賃債務保証契約を締結する

者 

・対象世帯であること 

・対象世帯の収入が、月額 214,000 円（公営住宅法施行令に定める収入基準により算出した額を

適用）以下であること 

・生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）に規定する被保護世帯でないこと 

・対象世帯の全員が市税を滞納していないこと 

＜助成額＞ 

初回保証料の 1/2 を助成します。 

※上限 15,000 円（千円未満切り捨て） 

※更新時の助成はありません。 

 

 

  



24 

４ 多様な世代が地域で支え合い、安心して暮らせる住まいづくり 

 

4-1 空き家や空き地を活用した拠点形成 

①点在する空き家や空き地を利活用し、様々な施設等を地域一体で行っている事例（石川県輪

島市） 

※輪島 KABULET 
（https://wajima-kabulet.jp/） 
 

・中心部に点在する空き家や空き地を利活用し、子どもから高齢者など、地域に暮らすすべての

人たちの共生拠点として、商業、交流施設、デイサービス、サービス付き高齢者向け住宅、グ

ループホームなどを整備し、地域の人達と共に運営している。（生涯活躍のまちのモデル事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



25 

4-2 同居・近居に関する支援 

①同居・近居に関する助成（神奈川県厚木市・千葉県松戸市・石川県小松市） 

※厚⽊市 
（ https://www.city.atsugi.kanagawa.jp/shiminbenri/kurasi/jyuutaku_akiya/seisaku/teijuu/d
040941.html） 
 

・市内への定住人口の増加や、親世帯と子世帯が近居・同居によりバランスの取れた人口構成に

よる若年世代から高齢者まで互いに支えあえるまちづくりの実現を目指す。（親元近居・同居住

宅取得等支援事業補助金制度） 

 

＜補助金申請対象者＞ 

・親世帯が 1 年以上厚木市に居住している方で、親世帯と近居・同居のため市外から転入する子世

帯の方（事前相談書の提出日以前厚木市に 1 年間住民登録のない方） 

・補助対象住宅に 3 年以上近居・同居をする予定の方 

・住宅の建築工事又は住宅の購入若しくは既存住宅の増改築の工事（改修工事を含む）の契約者等 

＜補助金の種類＞ 

・住宅取得補助金（新たに近居又は同居を開始し住宅を新築又は購入した経費に補助） 

・住宅改修補助金（同居による世帯員増加に伴い必要となる修繕、増築、設備改善等の機能向上に

資する経費に補助） 

＜補助金の額＞ 

基本額 

・住宅取得補助金…近居の場合は 40 万円、同居の場合は 60 万円 

・住宅改修補助金…補助対象経費の 10 分の 1（20 万円を限度） 

※申請に当たっては、住宅の売買契約・請負契約又は改修工事の契約を締結する前に事前相談が必

要 
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※松⼾市 
(https://www.city.matsudo.chiba.jp/kurashi/sumai/tatemono_jyosei/3_sedaijuutaku.html) 
 

・子育て世代に選ばれる魅力的なまちづくりを進めるために、親元に住まいを取得する子育て世

帯を支援（三世代同居等住宅取得支援事業） 
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※⼩松市 
（https://www.city.komatsu.lg.jp/kurasi_tetuzuki/14/3/7478.html） 
 

・子育て世代への子育て環境支援や高齢者世代への安心な住環境を支援するため、３世代家族住

宅を新築・増築または購入する方を対象。（３世代家族住宅建築奨励金制度） 
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５ 安全で安心できる住まいづくり 

 

5-1 緊急輸送道路沿道建築物に対する助成 

①建替、改修、除却を対象としている事例（千葉市） 

※千葉市 
（https://www.city.chiba.jp/toshi/kenchiku/shido/kinkyuyusou-sindan-jyosei.html） 
 

・緊急輸送道路沿道建築物の所有者に対し、助成を実施。 

 

 
  



29 

②耐震診断を対象としている事例（船橋市） 

※船橋市 
（https://www.city.funabashi.lg.jp/machi/juutaku/006/p067653.html） 
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６ 良質で環境に配慮した住まいづくり 

 

6-1 市内業者に限定した助成 

①リフォーム助成の事例（千葉県市川市） 

※市川市 
 
・市内施工業者を利用して行う場合に、経費の一部を助成。 
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②子育て世帯等に対し、優遇制度がある事例（千葉県我孫子市） 

※我孫⼦市 
 

・登録された市内事業者により自己所有住宅の改修工事を行った場合、改修工事費用の一部を補

助。子育て世帯等に対しては、補助金限度額を上乗せ。 
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6-2 省エネ設備等に対する助成 

①省エネ設備等への助成事例（千葉県館山市・千葉県木更津市） 

※館⼭市 
（http://www.city.tateyama.chiba.jp/kankyou/page100073.html） 
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※⽊更津市 
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6-3 市内団体と連携したあっせん事業 

①相談体制の構築事例（東京都西東京市） 

※⻄東京市 
（https://www.city.nishitokyo.lg.jp/kurasi/jutaku/juutakuzoukaichiku/reform_soudan.html） 
 

・市と協定を結んだ市内の建築工事業者で構成する団体において、リフォーム相談や市内業者の

あっせんを実施。 
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②あっせん事業の実施事例（東京都東久留米市） 

※東久留⽶市 
（https://www.city.higashikurume.lg.jp/kurashi/kurashi/1001225.html） 
 

・市は、市内建設業団体（東久留米市住宅あっせん協議会）と協定を結び、大工・左官・塗装・配

管・屋根・畳・タイル張りなどの業者を紹介。 

 

＜東久留米市住宅あっせん協議会＞ 

東久留米市住宅あっせん協議会は、市内の建築施工業者で構成されています。協議会には、大工・

土木・屋根・瓦・水道・電気・畳・左官・塗装・外壁吹付け・板金・建具・きょうじ・ふすま・イン

テリア・タイル・ガラス・鉄工・外柵・門扉・ブロック・シャッター・ガス・住宅設備機器など様々

な工事に携わる職人さんがいます。 
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７ 良質なマンションストックの形成 

 

7-1 管理組合運営等に関する専門家派遣 

①マンション管理士派遣事業（千葉県市川市） 

※市川市 
（http://www.city.ichikawa.lg.jp/cit02/1111000050.html） 
 

・分譲マンション管理組合の適切な運営やマンション管理の支援のため、マンション管理士を無

料で派遣している。 

（対象） 

・管理組合の運営、規約等について 

・管理費、修繕積立金等の会計について 

・管理委託等の契約について 

・大規模修繕計画及び長期修繕計画の作成及び見直しについて 

・その他マンションの維持管理について 
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②マンション建替え・改修アドバイザー制度利用料助成（東京都多摩市） 

※多摩市 
（http://www.city.tama.lg.jp/0000004416.html） 
 

・（公財）東京都防災・建築まちづくりセンターが実施する「マンション建替え・改修アドバイザ

ー制度」に対し、市が費用の一部を助成。 
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7-2 助成制度 

①分譲マンション共用部分等に対する助成制度（千葉県市川市・京都市） 

※市川市 
（http://www.city.ichikawa.lg.jp/cit05/1111000050.html） 
 

・分譲マンションの共用部分等に対する改修工事を、市内施工業者を利用して行う場合、管理組

合に対して経費の一部を助成。（分譲マンション共用部分等あんしん住宅助成制度） 

 

 

 

 

 

 

  



41 

※京都市 
（https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000265470.html） 
 

・分譲マンション共用部分における段差解消等のバリアフリー改修工事において、工事費用の一

部を助成（京都市分譲マンション共用部分バリアフリー改修助成事業） 
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②安全・安心に関する助成制度（東京都千代田区） 

※千代⽥区 
（https://www.mm-chiyoda.or.jp/living/building.html） 
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③長期修繕計画の作成に関する助成制度（大阪市） 

※⼤阪市 
（https://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000267019.html） 
 

・管理組合が長期修繕計画の作成又は見直しを専門家等に委託する費用に対して助成（分譲マン

ション長期修繕計画作成費助成制度） 
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7-3 建替支援 

①マンション建替え等に関し、UR との協定による支援（千葉市） 

※千葉市 
（https://www.city.chiba.jp/toshi/kenchiku/jutakuseisaku/05_ur_karijuukyo.html） 
 

・千葉市は、市内に立地する分譲マンションの建替えの円滑化を目的として、UR と協定（「千葉市

と独立行政法人都市再生機構との包括的な連携によるまちづくりの推進に関する協定」：2011年

８月）を結んでいる。 
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（参考）千葉県内の分譲マンションに関する助成制度一覧 

出典：（公財）マンション管理センターHP 

－ ｱﾄﾞﾊﾞ

ｲ ｻ ﾞ ｰ

派遣 

改良 

工事 

助成 

制度名 助成概要 担当課 電話 

番号 

千葉市 ○  分譲マンションアド

バイザー派遣 

管理規約の改正等について、情報提供や助

言を行うアドバイザーを管理組合に派遣 

住宅 

政策課 

043-

245-

5809  ○ 千葉市集合住宅非常

用給水栓設置助成事

業 

停電時に断水する集合住宅に対し、非常用

給水栓等を設置する際の費用の一部を助成 

 ○ 既存建築物吹付けア

スベスト対策補助事

業 

綿状のアスベスト吹付け材が施工されてい

る建築物の所有者等を対象に、その分析調

査及び除去等にかかる費用を補助 

建築 

指導課 

調整班 

043-

245-

5836 

  マンション管理士派

遣事業 

管理組合の適切な運営及びマンション管理

を支援するため、マンション管理士を派遣 

市川市 ○  分譲マンション共用

部分等あんしん住宅

助成制度 

分譲マンション共用部分等の良質化に資す

る改修工事を、市内の施工業者を利用して

行う場合に、その管理組合に対して、経費を

助成 

街 づ く

り 推 進

課 

047-

712-

6327 

 ○ 分譲マンション共用

部分等あんしん住宅

助成制度 

分譲マンション共用部分等の良質化に資す

る改修工事を、市内の施工業者を利用して

行う場合に、その管理組合に対して、経費を

助成 

船橋市 ○  マンション管理士等

派遣事業 

管理組合の適切な運営及びマンション管理

を支援するため、マンション管理士、建築士

を派遣 

住宅 

政策課 

047-

436-

2712 

 ○ 分譲マンション共用

部分バリアフリー化

等支援事業 

分譲マンションの共用部分及び敷地のバリ

アフリー化等に必要な費用の一部を助成 

松戸市 ○  松戸市マンション管

理相談員派遣制度 

管理組合の適切な運営及びマンション管理

を支援するため、マンション管理相談員を

派遣 

住宅 

政策課 

047-

366-

7366 

習志野

市 

○  マンション管理士派

遣事業 

管理組合の適切な運営及びマンション管理

を支援するため、マンション管理士を派遣 

住宅課 047-

453-

9296 

我孫子

市 

○  マンション管理アド

バイザー派遣制度 

管理組合の適切な運営及びマンション管理

を支援するため、アドバイザーを派遣 

建築住宅

課住宅政

策担当 

04-

7185-

1111 

浦安市  ○ 分譲集合住宅共用部

分修繕等工事資金利

子補給金制度 

管理組合が、共用部分の補修・改良工事など

を行う資金を住宅金融支援機構や金融機関

から借り入れた場合、利子補給 

住宅課 047-

712-

6284 

○  分譲集合住宅管理ア

ドバイザー派遣制度 

分譲住宅管理組合に対し、アドバイザーと

してマンション管理士を派遣 

  

 ○ 分譲集合住宅のエレ

ベーター防災対策整

備費補助金 

分譲集合住宅に設置されているエレベータ

ーの防災対策整備に要した経費を補助 

  

 ○ 分譲集合住宅計画修

繕調査費補助金 

分譲集合住宅の建物や設備に対して、計画

修繕調査を行う管理組合等に調査費用の一

部を補助 

  

印西市 ○  マンション管理士派

遣事業 

管理組合の適切な運営及びマンション管理

を支援するため、マンション管理士を派遣 

建築 

指導課 

0476-

42-

5111 

白井市 ○  マンション管理アド

バイザー派遣事業 

管理組合の適切な運営及びマンション管理

を支援するため、アドバイザーを派遣 

建築 

宅地課 

047-

492-

1111 

 


